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Abstract : Inthis paper the author仕eatsthe subjects ofthe process on the privatization of Japan Post. Particularly， 




























































































































































































































































































































































持ち株会社には、 20 1 7年3月末までに「郵貯」、「簡
保」の各会社の株式を市場で売却するよう義務付ける。
郵政民営化の焦点 221 
ただし、「持ち株会社J株式の3分の 1超は、政府が保有
するものとする。持ち株会社は、傘下の「郵便j と「郵
便局(窓口ネットワーク)Jの2社の全株式を保有し続け、
過疎地サービスに政府が関与できる形態にする。
「郵貯Jの定額貯金や、「簡保」の既契約(旧勘定)は
政府保証を残し、新設する独立行政法人の「郵便貯金・
簡易生命保険管理機構(公社承継法人)Jが管理するもの
とする。
以上が政府「郵政民営化法案」の骨子である。当該法
案で「郵便事業」で注目される点は、「小包Jに関して、
全国一律サービス義務の対象から外していることである。
ヤマト運輸、佐川急便ほかの民開業者によって宅配便の
普及がすでにみられ、公社自身も民業圧迫という批判を
受けながらローソン等と提携して「ゅうパックJを経営
にとり入れていることから分かるように、民間市場がす
でに整備されていることによっている。
「民営化後」は、不採算地域でのサービス業務から撤
退できるようになる。「封書」や「はがき」などの通常郵
便物は全国各地への均一料金で配達する現行義務は存続
させてユニバーサノレ・サービスを維持させることにした
のである。
民営化後の郵便事業の収益源としては、国際物流業務
に大きな期待をかけている。 2007年4月の民営化に
先立って国際物流業務に進出することを認め、アジアな
ど成長地域での物流事業に前倒しで参入して、収益力を
向上させ、分社化後の「郵便事業株式会社j の独立採算
経営の実現につなげたいとしている。
また、郵便事業株式会社に対しては、「社会貢献業務計
画を策定して実施するJとしている点に興味がひかれる
が、その具体的中身は見えてこない。
「郵便貯金銀行(郵貯)Jと「郵便保険会社(簡保)J 
については、 2017年3月末を最終期限とする完全民
営化(政府出資の引き上げ)までの問、預入額の制限(上
限1000万円まで)や業務範囲の制限を設けるものと
する。民営化後は、これらの制限を設けず、民間企業と
間ーの競争条件を確保することになる。上記制限に係る
具体的な判断は、 2006年4月に発足する郵政民営化
委員会が意見・勧告することにした。
与党・自民党が強く求めてきた金融の全国サービス維
持に向けては、完全民営化までに郵便貯金銀行と郵便保
険会社に、金融庁が銀行業と保険業のみなし免許を交付
するものとするが、その条件として郵便局を管理する「郵
便局持ち株会社(窓口ネットワーク)Jと安定的な代理屈
契約を結ぶことを義務づける。
完全民営化後をにらんで、持ち株会社(日本郵政株式
会社)に「地域・社会貢献基金」を創設し、不採算の過
疎地郵便局に資金支援する仕組みを設け、金融サービス
の維持に配慮するとした。この点は、民営化に最後まで
反対していた自民党郵政族議員の意向をとり入れて盛り
込んだものといえる。
「地域・社会貢献基金」という名称の聞こえはよいが、
当該基金の設立は形を変えた「補助金」との批判も出さ
れたのである。そこで、当該基金の運用状況については、
国民として今後深い関心を払って眺めていかなければな
らない。安易・小手先の不合理な運用に流れていけば、
国民の強い批判を浴びていくことになろう。
さて、民営化後の郵便局の設置基準については、郵便
局会社法案の中lこ、「地域住民の利便確保につとめる努力
義務を課し、省令で設置基準を設ける」と盛り込む意向
が、政府総務省から表明された。総務省令で市町村に 1
局以上の設置を明記するものとし、拠点数が多い都市部
の統廃合を容認しつつ、過疎地の郵便局を重視し、郵政
サービスが低下しないように配慮、しているのである。
日本郵政公社法は、郵便局配置について、「あまねく全
国に配置し」と明記し、「各市町村に最低1ヵ所」などの
設置基準を設けており、これを確認したものであり、各
家庭から郵便局までの平均距離はl.1キロで、公立小学
校とほぼ同じ近さになっている。
政府は、 2004年に民営化後も、郵便事業のユニバ
ーサル(全国一律)サーピスを維持する方針を示した。
しかし、郵貯と簡保は義務づけなかったのである。政府・
経済財政諮問会議の民間代表委員は、民営化後は「郵便」
にのみ全国一律サービスを義務づけ、「郵貯と簡保には義
務を課さない構想、」を提案していた。
これに対して、公社の生田総裁は、「郵貯」と「簡保J
のサービスは地方では不可欠の存在となっていると強調
した。民営化後の新会社の経営者に対して何らかの形で
全国サービスを義務づける必要があるとの認識を示した。
地方の大半の郵便局は、収益を「郵貯」と「簡保」の
受託業務に依存している。もし、全国一律サービスの対
象から外れると閉鎖に追い込まれる可能性が出てくる。
そこで、自民党・郵政族議員らは猛然とこれに反発した。
これに対して諮問会議民間委員は、「預貯金や保険業務は、
すでに民間金融機関が全国で提供できるサービスであ
る」と主張していた。
しかし、政府は 2005年3月になり、郵政民営化法
案を国会に上程する直前になって、与党反対派に配慮し
て、勝着状態を打開する必要から、上記のように、郵貯・
簡保の全国一律サービス義務づけの方向に固まってきた
のである。この政府的決着がよかったか否かについては、
後刻十分検討する課題として残っているといえよう。
(受理平成17年3月 17日)
